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平成19年度の経済情勢については、19年前半まで続いた世界的な景気拡大や為替の円安傾向を背景に輸出関連企業を中心に収益が拡大し、企業部門が好調に推移していたことから、19年３月期の企業収益は、金融を除く全産業の経常利益が前年同期対比１１.２％増（連結ベース；日本経済新聞社調べ）と、５期連続の増益（４期連続で過去最高益を更新）となりました。
しかしながら、年半ば以降は、アメリカのサブプライム住宅ローン問題に端を発した金融資本市場の変動や、原油・原材料価格の高騰などにより急激に世界経済の先行き不透明感が強まり、これまで景気回復を支えてきた企業部門の勢いが徐々に弱まって、主要な需要項目である民間消費、設備投資及び生産のいずれも横ばいとなり、19年度末頃には、政府では景気は踊り場状態となったとの認識を示すに至りました。
このようなことから、19年度の名目の国内総生産 (ＧＤＰ）は５１５兆８,５１５億円で、経済成長率は名目１.０％、実質１.９％（18年度は名目１.５％、実質２.３％）と、名目では５年連続、実質では６年連続のプラス成長となったものの、いずれも伸びが鈍化したところです。
こうした中、平成19年度の県税決算額は、18年度の決算額（１兆６５８億余万円；17年度対比６.７％増）を２,１４６億余万円上回る１兆２,８０５億余万円と、４年連続の増収（前年対比２０.１％増）となったものの、年度後半の景気の減速傾向などにより、最終予算額（１兆２,８０８億余万円）に対して３億余万円の減収となり、平成10年度以来９年ぶりに決算額が予算額を下回るものとなりました。
この県税決算額の内容について主な税目をみると、まず、個人県民税については、税源移譲や定率減税の廃止などの税制改正による増収のほか、水源環境保全・再生のための超過課税の導入などにより、均等割及び所得割が大幅に増収となったことなどから、全体では、前年対比で８０.９％の大幅な増（18年度２,４８９億円→４,５０３億円）となりました。
次に、法人二税については、年後半からのサブプライム住宅ローン問題による米国経済の後退や、原油をはじめとする原材料価格の高騰など、経済環境の悪化はあったものの、年前半まで続いた世界的な景気拡大や為替の円安傾向を背景に、輸出関連企業を中心に収益が拡大し、19年３月期の企業収益が５期連続の増益 （前年同期対比１１.２％増；連結ベース）となったことを受け、上半期の申告実績が一部の業種を除き好調に推移したことなどから、全体としては、前年対比で３.２％の増（18年度３,８０７億円→３,９２９億円）となりました。
一方、地方消費税については、原油価格の高騰や円安傾向に伴う通関額の増加により、貨物割は前年度に引き続き増加したものの、譲渡割が前年度を下回ったことから、ほぼ前年度並みとなる０.７％増（18年度１,６６４億円→１,６７５億円）となりました。
また、市町村に対する税交付金等を除いた実質収入額については、１兆１,００４億円と前年度 （１兆６１７億円）を上回るものとなっています。
なお、収入未済額については、市町村と連携して地方税収確保対策に取り組んでいる個人県民税について、一定の成果（滞納繰越分で約５億円の減）は挙がったものの、税源移譲により課税額が大幅な増となったことによる影響などから、全体では約５７億円増加（18年度２７０億円→３２７億円）しました。しかしながら、収入歩合については、９７.４％と前年度横ばいを維持したところです。
　この県税統計書は、19年度の県税収入実績を中心に、本県の税務行政の状況を取りまとめたものです。本書が多くの方々に利用され、県税について一層のご理解をいただければ、幸いに存じます。
　　平成21年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 税務課長　納　谷　次　弘
